ほう素、ふっ素及び硝酸性窒素等に係る暫定排水基準の見直しについて
１．背景

○　ほう素、ふっ素、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素については、人体への健康被害を防ぐことを目的に、平成11年に、WHO飲用水質ガイドラインや水道水水質基準等を参考に、環境基準が設定された。これを受け、ほう素、ふっ素、硝酸性窒素等について平成13年に排水基準が設定されたが、その際、40業種については直ちにこれに対応をすることが困難であるとして、3年間の期限で暫定排水基準を設定した。

○　その後、3年ごとに暫定排水基準の見直しを実施し、一般排水基準への移行を進めており、平成22年7月の見直しにより、平成25年6月末までの期限で15業種について暫定排水基準が設定されている。

①　一般排水基準（単位mg/L）

　　ほう素：10（海域については230）

　　ふっ素：8（海域については15）

　　硝酸性窒素等：100

②　暫定排水基準対象業種数の変遷

	
	H13.7～H16.6
	H16.7～H19.6
	H19.7～H22.6
	H22.7～H25.6

	対象業種数
	40
	26
	21
	15


２．前回見直しからの検討状況
前回の見直し時においても相当程度の暫定排水基準が延長された状況にかんがみ、その後の３年間において、暫定排水基準の適用業種に対して、実態の把握や技術的な助言、技術的な観点からの暫定排水基準の見直しに係る検討を行うため、「ほう素・ふっ素・硝酸性窒素等に係る排水対策促進のための技術検討会」（座長：藤田正憲・大阪大学名誉教授）による検討を行った。具体的には、業種の分野ごとに解決すべき課題が異なることから、全体検討会の下に個別分野の検討会を設け検討を行った。

温泉排水に関しては、技術的な検討に加え、自然湧出温泉の取扱い等、温泉排水規制の在り方について検討を行うため、「温泉排水規制に関する検討会」（座長：須藤隆一・東北大学大学院工学研究科　客員教授）を設置した。
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図１　暫定排水基準の見直しに係る検討体制

３．平成25年７月からの暫定排水基準（案）について

　上記検討会による技術的助言を踏まえつつ、各業種からの排水実態、導入可能な処理技術等の観点から、今回の暫定排水基準の見直し（案）を別表のとおりとした。

①　温泉分野
〈対象業種〉旅館業（温泉を利用するもの）

　〈基 準 案〉

ほう素：変更なし（500mg/L→500mg/L）
ふっ素：
・自然湧出温泉を利用する旅館業については変更なし。（50mg/L→50mg/L）

・自然湧出温泉以外(掘削泉や動力による揚湯を行っている温泉)を利用する旅館業

については排水実態を踏まえ、暫定排水基準を改定。（50mg/L→30mg/L）

・湧出時期が昭和49年12月1日※以降の排水量50m3/日以上のものについては、

自然湧出・自然湧出以外ともに変更なし。（15mg/L→15mg/L）
※水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行日（特定施設に旅館業の用に供する施設を追加）

②　畜産分野
〈対象業種〉畜産農業（豚房施設（面積が50m2以上）を設置するもの等）

　〈基 準 案〉
硝酸性窒素等：排水実態を踏まえ、暫定排水基準を改定。（900mg/L→700mg/L）

③　工業分野
　業種ごとに、事業者の取組みの実績及び今後の取組を検討し、暫定排水基準を改定。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象業種
	基準案（単位mg/L）

	
	ほう素
	ふっ素
	硝酸性窒素等

	ほうろう鉄器製造業・
ほうろううわ薬製造業
	変更なし
	変更なし
	

	うわ薬製造業
（うわ薬かわら製造の用に供するもの）
	150→140
	
	

	粘土かわら製造業（うわ薬かわらを製造）
	150→120
	
	

	貴金属製造・再生業
	変更なし
	
	3600→3000

	電気めっき業
	50→40
	変更なし
	400→300

	ほう酸製造業
	一般へ
	
	

	金属鉱業
	150→100
	
	

	化学肥料製造業
	
	一般へ
	

	酸化コバルト製造業
	
	
	220→160

	ジルコニウム化合物製造業
	
	
	1000→700

	モリブデン化合物製造業・
バナジウム化合物製造業
	
	
	1800→1700


　　
　④下水道業
〈対象業種〉下水道業（温泉排水を一定割合以上受け入れているもの）
〈基 準 案〉ほう素：変更なし（50mg/L→50mg/L）

〈対象業種〉下水道業（モリブデン化合物製造業等からの排水を受け入れているもの）

〈基 準 案〉硝酸性窒素等：暫定排水基準を改定（170mg/L→150mg/L）

＜参考＞人への主な健康影響

・ほ　う　素：高濃度の摂取による嘔吐、腹痛、下痢及び吐き気等の発症

・ふ　っ　素：過剰な摂取による斑状歯の発症

・硝酸性窒素等：乳幼児のメトヘモグロビン血症の発症
（別　紙）

前回見直しからの分野別フォローアップ状況について

１．温泉分野 

（取組状況）

　＜処理技術の実証試験＞

○　温泉排水には、源泉由来の鉄やアルミニウム等が含まれていることが多く、これらの物質が排水処理を阻害することにより、既存の排水処理技術ではほう素・ふっ素の除去が難しいのが現状。

このため、温泉排水を対象とした新しい排水処理技術の実証試験を実施し、温泉旅館における導入の可能性を検証することを目的として、温泉排水処理技術を公募し、源泉のほう素濃度、ふっ素濃度が高い温泉排水を対象に実証試験を実施。
○　実証試験の結果、一定の処理能力が確認されたものの、導入にはコスト面等、様々な課題を有していると評価。

＜温泉排水規制の在り方の検討＞

○　温泉排水規制に関しては、自然湧出温泉の取扱い等について様々な意見があることから、自然湧出温泉の取扱いについて検討を行った。また、源泉濃度が高い温泉旅館の排水濃度等について把握を行った。

〈自然湧出温泉の取扱い〉

○　自然湧出温泉以外の源泉を利用する温泉排水については、事業活動に伴い、新たな環境への負荷をより積極的に与えることとなることから、自然湧出の源泉を利用する温泉排水とは区別して暫定排水基準を検討することとした。

○　なお、自然湧出源泉を利用する温泉に当たるかどうかを判断するに当たっては、温泉法の許可状況（掘削・動力装置の設置等）を確認した上で、温泉法施行以前に掘削や動力装置の設置が行われていないか温泉台帳もあわせて確認することが必要。

〈暫定排水基準〉

○　源泉濃度及び排水濃度の実態調査結果から、現行の暫定排水基準と同程度の高濃度の源泉を利用している施設は少なく、したがって、排水濃度についても暫定排水基準と同程度の排水を排出している施設は限られていることがわかった。

○　また、特に排水濃度の高い施設の源泉の湧出形態、排水濃度、利用状況等を調査し、排水濃度の低減方策を検討した。

○　これらの結果を踏まえ、暫定排水基準の見直しを検討した。

（技術検討会・温泉排水規制に関する検討会における主な指摘事項）

○　ほう素、ふっ素について、今後も、コスト面に優れた処理技術の開発を進める必要がある。

○　温泉の利活用においては、温泉の効能という観点に加えて、排水に対する配慮という認識をもつことが改めて重要。

２．畜産分野 

（取組状況）

　○　現行の硝酸性窒素等の暫定排水基準は、窒素除去が期待できる処理方法による理論的な窒素除去率、気象・環境条件の変化による変動等を踏まえ、設定している。

○　今回の見直しに当たって、排水実態等の把握を行ったところ、以下のとおりであった。

・　地方自治体を通じて養豚事業場の排水測定結果を収集するとともに、排水濃度が高い事業場については、高濃度時の状況やその後の水質等について把握を行った。

その結果、高濃度時には排水処理施設の維持管理の不備や劣化等があったと推察された。

　　・　季節により排水濃度の変動があることが確認された。

・　なお、排水処理方式によって硝酸性窒素等の除去率には相違があるが、排水処理施設の適切な維持管理により、いずれの処理方式であっても一定の除去が見込まれた。

　○　これらの結果をふまえ、排水実態調査の濃度分布や季節による変動状況を考慮し、暫定排水基準の見直しを検討。

（技術検討会における主な指摘事項）

○　業界として自主測定の徹底に取り組むことが有効。これにより自らの排水処理実態を把握し、排水処理施設の維持管理に取り組む意識を高めることができる。

○　また、業界として、国や自治体と協力して情報を収集し、目標値を設定して排水濃度低減の取組を進めて行けるよう検討を進めることが適当。

３．工業分野

（取組状況）

　○　暫定排水基準が設定されている業種毎に、技術的及び経済的観点を踏まえ、平成25年６月末に向けた具体的な目標を設定。

　　　設定目標：
①ピーク濃度の引き下げ　②平均排水濃度の引き下げ

③一般排水基準超過事業場数の低減

○　各業種の取組について定期的にヒアリングを行うとともに技術的助言を実施。

○　排水実態、導入可能な処理技術を踏まえ、業種毎に暫定排水基準の見直しを検討。

（技術検討会における主な指摘事項）

　○　対象物質の測定及び分析を従来より頻度を上げて行い、各種製造工程からの対象物質の濃度、量、挙動等を適切に把握し、対象物質の効果的な低減対策を講じること。

○　対象物質の使用量の削減や代替物質の導入など、製造工程の抜本的な改善に努めること。

○　排水処理技術について業種横断的に情報共有を図ること。

○　資源回収などの方向性も検討すべきである。
（参考資料）





ほう素・ふっ素・硝酸性窒素等に係る排水対策促進のための


技術検討会（全体検討会）





工業分野検討会





畜産分野検討会





温泉分野検討会





温泉排水規制に関する検討会








PAGE  
3

